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47,5009,5009,5009,5009,5009,500
年度

実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

219
800
27.3％

人
台 215

727
29.6

213
788
2727.7

900
250

25年度実績9月末の実績25年度予定
事業活動の実績（活動指標）

24年度実績単位項目
管理台数
独居高齢者数
設置率

評価対象外事業
〔1330〕緊急通報体制等整備事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
高齢者対策の充実

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

長寿介護課

伊予市緊急通報体制整備事業実施要綱
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

福岡 保裕
所管課情報 担当課： 544

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 概ね６５歳以上の独居世帯及び高齢者世帯で定期的に安否確認が必要な高齢者世帯

田村 政幸

高齢者世帯への緊急通報装置のに設置促進を図り、緊急時の対応を速やかに行うとともに、安心した地域で
の生活を営むことを目的に、永続的な事業の実施を図る。

緊急通報設置により対象者の急病等による急変時及び災害等の緊急時に迅速かつ適切な対応を講じること
により高齢者世帯の福祉の増進を図る。

事業の目的

警備会社等に事業委託し、対象者の自宅に緊急通報装置を設置し（ボタン式装置・ペンダント式装置）月２回
以上、電話による安否確認を実施する。緊急時においては、緊急ボタンにより各委託先に通報が入り、協力員
及び消防署等への連絡を行うとともに状況に応じた関係機関等への対応を図る。事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
9,566
1,599
0

10,993
1,627
12,620 4,750

813
3,937 9,431

1,627
11,058

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

0
0
0
0

12,620

0.20
7,999
0

1,599
0
0
0
0

11,165 11,058

0.20
8,135
0

1,627
0

0
0

0
4,750
0
0
0
0

813
0

8,135
0.100.20

8,135
0

1,627
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二次評価

二次評価
（所属部長）

課題認識

警備保障会社等への委託事業であり利用者が地域で安心して暮らせるなど事業効果が大きく今後も継
続する必要がある。他事業と合わせて高齢者の見守りを進めていきたい。

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

コスト効率 4
受益者負担の適正 4

B

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

A市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 5

A成果向上の可能性 5
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 4

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

A

A

B
手段の最適性 4

コスト効率 4

成果向上の可能性 5
施策への貢献度 5

市の関与の妥当性 5
事業の効果 5

警備保障会社等への委託事業である。平時の際の安否確認や緊急時の通報が適切に行われており、そ
の成果は大きい。ただ、認知症高齢者が誤報したり、操作が分からず活用されなかったりと、緊急通報体
制整備だけでは高齢者の安全確保が困難な場合もあり、安否確認見守事業等、他の事業とも連携・補完
を行い、総合的に高齢者の安全確保に努めたい。

自己評価
5目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

設置が必要であると判断される独居高齢者の把握に努め、効果的に支援体制を確保するため、緊急通報装
置の設置割合を高める。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度
0025%15.2%

受益者負担の適正 5

0029.6%27.3%

成果指標
独居高齢者に対する設置割合（設置件数/独居高齢者数（％））
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


